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１．はじめに 

 

今の日本の社会・経済を取り巻く状況を見てみると、人口減少と少子高齢化、

高齢化の進展に伴い増大する社会保障給付費、東京への一極集中による都市化

と地方の過疎化等、様々な課題が山積している。 

 

また、戦後以来、日本はモノづくり分野を中核として経済成長を遂げてきた

が、近年、アジア太平洋地域の新興国の台頭などにより「モノづくり大国」と

しての日本の存在感は相対的に弱まっている。 

 

「課題先進国」である日本が世界に先駆けて課題の解決策を提示し、経済を

再び成長軌道に乗せるためには、ICT の積極的活用をはじめとしたイノベーショ

ン加速化など、産業構造変革が必要である。 

 

ICT は成長のエンジンであり、あらゆる領域に活用される万能ツールとして、

経済成長戦略と社会課題解決の要である。製造業や農業など、これまで必ずし

も十分に ICT を活用してこなかった分野において、ICT を活用することにより、

新たな付加価値や新しい事業を生み出すことにつながる可能性を秘めている。 

 

我が国の ICT 基本戦略である「世界最先端 IT 国家創造宣言（平成 25 年 6 月

14 日）」においても、重要な施策の柱として「革新的な新産業・新サービスの創

出」が掲げられており、特に M2M、ビッグデータ、次世代ブラウザ、４Ｋ・８Ｋ

等の技術を組み合わせ、新たな付加価値を創造する新事業の成長に大きな期待

が寄せられている。 

 

きめ細かな技術とノウハウを武器に、世界に冠たる経済大国となった日本が

再び経済成長を遂げていくため、トレンドとなっているＩＣＴ技術をどう生か

して、どのように新たな付加価値を創っていくか、日本の底力が試されている

ところである。 

 

昨年、総務省では、利用者視点に立ってＩＣＴを利活用することにより、高

い付加価値を創出するビジネス・仕組みを構築すべきとの観点から、「ＩＣＴコ

トづくり検討会議」を開催し、検討を行った。こうした問題意識は、2020 年を

見据えたこれからの我が国のＩＣＴ戦略においても引き続き重要である。 

 

このような状況を踏まえて、2014 年 12 月、「ＩＣＴ新事業創出推進会議」（座
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長：三友仁志（早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授）、座長代理：谷川史

郎（野村総合研究所理事長））を「ＩＣＴ成長戦略推進会議」の下に起ち上げた。 

この会議は、座長、座長代理を含め、学識経験者、通信・放送事業者、ベンダ

ー事業者、コンテンツ関係事業者など各分野の中枢を担う有識者 24 名で構成さ

れ、計 11 回の会合を開催した。 

 

 本報告書は、本会議におけるこれまでの検討をとりまとめ、今後、ＩＣＴに

よる新事業・新サービスの創出を推進していくために、取り組むべき事項につ

いて提言を行うものである。 
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２．検討の背景 

 

我が国のＩＣＴ基本戦略である「世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成 25 年６

月 14 日閣議決定、平成 26 年６月 24 日改定）」においては、重要な施策の柱と

して「革新的な新産業・新サービスの創出」が掲げられている。特に、Ｍ２Ｍ、

ビッグデータ、クラウド、次世代ブラウザ、４Ｋ・８Ｋ等の技術を組み合わせ、

新たな付加価値を創造する新事業の今後の成長に大きな期待が寄せられている。 

 

このため、これらの技術基盤の融合によって可能となる新事業の将来像と、

その促進方策、その中での行政の役割等について検討を行うことが重要である。 

 

 本章では、ＩＣＴ新事業創出を検討するに当たり、社会・経済の情勢、技術

の進展、そして 2020 年に開催が予定されている東京オリンピック・パラリンピ

ックを見据えた世の中の動き等について説明する。 
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2.1. 社会トレンド～ＩＣＴは社会・経済にどんな影響を及ぼすか 
 

ＩＣＴは、時間や距離の制約を取り払うとともに、あらゆる分野で生産性向

上や高付加価値をもたらしうる「ツール」である。また、我が国の名目国内生

産額（約 920 兆円）のうち、約９％がＩＣＴ産業であり、今や全産業中最大規

模となっている1。一方で、投資規模からみたＩＣＴ市場の状況は、2011 年から

2016 年の年平均成長率について、全世界で 5.4％であり、日本の 2.5％を大きく

上回る伸び率が予測されている2。このことは、ＩＣＴの活用を進めることによ

り、我が国の市場はさらに拡大・成長する可能性があることを示している。 

 

  

                                                  
1 総務省平成 25 年版情報通信白書によると、平成 23 年の全産業の名目市場規模は

918.6 兆円であり、情報通信産業は 82.7 兆円（図表 1-1-1-3）。 

2総務省平成 24 年版情報通信白書によると、ＩＣＴ市場の成長率は全世界：5.4％、

アジア・太平洋：7.2％、日本：2.5％（図表 1-2-2-4）。 
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2.1.1. 日本の人口減少と世界の人口爆発 

 

 2010 年にピークを迎えた我が国の人口は、その後減少に転じており、2050 年

には１億人を割り込むという試算がなされている。一方で、世界の人口は 1950

年代から一貫して増加し続けており、2050 年には 93 億人（2010 年の 70 億人弱

から約 1.3 倍）に達すると見込まれている。 

 

 我が国では、人口の減少に加えて、東京をはじめ三大都市圏への人口集中や

高齢化による社会保障費の増大も続いている。人口の減少や高齢化の進展は、

労働力人口の減少に直結するため、国際競争力の観点からも深刻な影響を及ぼ

すことが懸念されるが、これらを食い止める、あるいはこれらをある程度受け

入れた上で暮らしやすい社会を作っていくためにＩＣＴの活用を考えていくこ

とも重要である。 

 

 

 

  



8 
 

2.1.2. 経済成長とＩＣＴ 

 

 世界経済の中で、新興国経済の拡大は顕著であり、国際通貨基金（ＩＭＦ）

によると、2020 年近くまで引き続きこの傾向は続くと予測されている。とりわ

け、アジア、アフリカの成長は目をみはるものがある1。一方で、我が国はアジ

アに位置するものの、他のアジア諸国と同様の経済成長を実現することは難し

くなっており、日経平均株価も 1989 年がピークとなっている。 

 

 現下の我が国の経済状況に対して、ＩＣＴは成長のエンジンとして、ＧＤＰ

の増加を牽引していくことが期待されている。1987 年からのＧＤＰ成長率を寄

与度で分解し分析すると、情報資本蓄積は一貫してプラスに貢献しており、Ｉ

ＣＴ投資・利活用のＧＤＰの押し上げ効果を確認できる2。また、別の分析によ

れば、一般投資と比較して、ＩＣＴ投資は、より乗数効果が大きいとの結果も

出ており、経済成長のための有力な手段がＩＣＴの利活用であると言える3。 

 

                                                  
1 World Economic Outlook April 2014(IMF)によると、新興国の実質ＧＤＰ成長率は、

2015 年、2019 年ともに 5.3%。また、アジアは 2015 年、2019 年ともに６％超であり、

サハラ以南アフリカも 2015 年、2019 年ともに５％を超える。 
2 総務省平成 25 年情報通信白書（日米の経済成長率の寄与度分解 図表 1-1-1-2） 
3 総務省平成 25 年情報通信白書（ICT 投資と一般投資の乗数効果の比較 p.6） 
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2.1.3. 近未来のグローバル社会 

 

 長期的視点で世界を俯瞰すると、世界が抱える課題は更に複雑化することが

予想される。経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）によると、新たな施策を講じなか

った場合の想定ではあるが、2010 年から 2050 年までの 40 年間で、世界のエネ

ルギー需要は 80%増加し、CO2 排出量増加を主な原因とする温室効果ガスの排出

量は 50%増加、水需要は 55%増加すると予測されている1。また、2050 年の食糧

需要は、人口などの増大により、70%の増加が見込まれている2。これらの諸課題

には早急な対応が必要である。 

 

 ＩＣＴ新事業創出を検討するにあたっては、ＩＣＴの特徴である、距離や時

間の制約を超えた情報のリアルタイムな入手、共有、発信、蓄積、制御等によ

る諸課題解決の観点も考慮すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
1 OECD Environmental Outlook to 2050（OECD,2012） 
2 How to Feed the World in 2050（FAO,2009） 
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2.2. 技術トレンド～進化を続けるテクノロジーは今後さらにどう変わ

っていくか 

 

 ＩＣＴの技術は大きく進歩してきたが、人々のライフスタイルは技術の進歩

ほどには大きく変わっていない。技術はあくまでも利用するものであり、技術

の延長線上で将来を考えるのではなく、実現すべきビジネススタイルやライフ

スタイルにどう技術を活用するかという観点が重要である。 

 

2.2.1. インターネットの急速な普及 

 

（インターネットの急速な普及） 

 新興国におけるインターネットの普及が進んでおり、2007 年から 2012 年まで

の５年間でもアフリカでは 317%の増加、中東では 294%の増加を示すなど、急速

な拡大をみせている。世界規模でインターネットをはじめとするＩＣＴが浸透

し、人々の生活に欠かせないインフラとなることは、様々な社会的課題の解決

の糸口となるのと同時に、ボーダーレスな市場が形成されることを意味する。 

 

（スマートフォンの普及） 

 日本国内では、携帯電話に占めるスマートフォンの比率が急速に上昇してい

る。技術の進展により１台のスマートフォンでできることの可能性、アプリケ

ーション１つでできることの可能性は更に広がっており、新事業創出にあたっ

ては、スマートフォンの活用も重要である。 

 

（ネットワークの拡大） 

 昨今のネットワークの進化によって、データトラフィックやインターネット

に接続する機器は格段に増大している。国境を越えてさらにデータが往来する

時代が予想され、安心・安全かつ、スムーズな流通を可能とする環境が求めら

れる。 

 

（センサー技術） 

 データの収集を可能とするセンサーも小型化、低消費電力化、低価格化によ

り普及が進んでいる状況にある。今後の年間出荷について、2010 年代後半には

年間１兆個のセンサー出荷が行われる社会（Trillion Sensor Universe）を目

指す業界団体も登場している。センサーの普及によって、ビッグデータの生成・

収集が可能・容易になり、データを活用した新サービス・新事業の可能性が広

がる。 
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2.2.2. 通信ネットワークの高度化 

 

（ハードウェアの進化） 

 ＣＰＵ、ストレージなどのハードウェアの性能は、いわゆる「ムーア」の法

則に従って、指数関数的に進化を続けている。加えて、価格の急速な低廉化も

進行している。これによりビッグデータの蓄積・解析・制御が可能になり、デ

ータを活用したビジネス展開の拡大が期待される。 

 

（演算速度の向上） 

 コンピュータの演算速度は着実に向上している。スーパーコンピュータにつ

いては、2013 年時点で人間に近い知的処理を実現可能な性能を達成し、2025 年

には人間の１人の脳を完全にシミュレーション可能な性能に到達するとの予測

もある。更に大量の非定型データのリアルタイム処理、複雑な事象のモデリン

グや将来予測の高精度化が可能になるのではないか。 

 

（通信ネットワークの高度化） 

 加速度的に増大するトラフィックのニーズを受けて、それを支える通信ネッ

トワークも大容量化などの高度化が求められている。移動通信システムについ

ては、ネットワークの自動最適化技術、効率的な仮想化技術などの更なる進化

が望まれる。また、今後、高精細動画の普及も予想される中、バックボーンに

ついても、マルチコア技術、光アクセス技術などにより大容量のトラフィック

の伝送環境の充実が必要となる。 

 

（ウェアラブルの隆盛） 

センサー、無線通信技術の飛躍的進展により、身につけて機能を発揮するウ

ェアラブル端末の普及が拡大している。２０２０年度には、全世界で販売台数

が１億 2,000 万台を突破するとの予測もある。現在はスマートフォンと通信を

行う、ヘルスケアやフィットネスを目的とする端末が主流となっているが、今

後、製造や保守の現場（作業指示）、医療（各種バイタルデータの可視化）など

への応用が期待される。 
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2.2.3. コンテンツ市場の拡大、映像技術の進展 
 

（コンテンツ市場の拡大） 

 電子書籍、ソーシャルメディアなどコンテンツ市場は拡大を続けている。成

長傾向を維持するためには、店舗展開に加えて、ネットワークに乗せた小売業

など、いわゆるオムニチャネルリテイルングの取組が重要となってきている。 

 また、ユーザーサービスの観点からは、どのストアで購入してもコンテンツ

閲覧が担保されることが望ましい。例えば、米国では一度購入してシリアルコ

ードを入手すればコンテンツがクラウド上のデジタルロッカーに保管され、好

きなデバイスで楽しめる仕組みがある。このようないわば業界横断型のプラッ

トフォームサービスが日本でも実現することが期待される。 

 

（テレビの進化） 

 アナログ時代は、テレビがもたらす情報サービスは映像・音声によるものに

限られていたが、デジタル化に伴うデータ処理の実現、ネットとの連携により、

様々なサービスの提供が可能となった。 

 

（映像コンテンツの情報量増加） 

 映像コンテンツの情報量についてみると、アナログ放送からデジタル放送、

デジタル放送から４Ｋ放送、４Ｋ放送から８Ｋ放送という進展の中で、１秒当

たりの画素数はそれぞれ約 10 倍のペースで増加している。このことは、映像に

より表現される世界が格段に広がっていくことを表すとともに、それだけの大

容量の情報を伝送することが必要となっていくことを意味している。 

 

（４Ｋ・８Ｋ技術） 

ＩＣＴはあらゆる産業分野において活用されるものであるが、ＩＣＴの中で

も映像の高度化（４Ｋ・８Ｋ）がもたらすメリットは非常に大きいと考えられ

る。高度化された映像は、解像度や、色彩や明るさの階調表現が向上すること

による「臨場感」、大量の情報へのアクセスや情報選択の高速化による「アクセ

ス感」、及びサービスの双方向化による「参加感」という３つの価値を高める。 

こうした４Ｋ・８Ｋがもたらす高精細な映像は、放送分野のみならず、教育、

医療、防災など様々な領域での貢献が期待され、ＯＤＳ（（Other Digital Stuff）

など新しいサービス分野での利活用も見込まれる。また、高精細映像技術を生

かしていくことにより、「感動」、「安心・安全」、「おもてなし」などをジャパン

ブランドとしての顧客価値にしていくことが可能となる。 
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2.3. ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ ～ 五輪の場でＩＣＴにより何を実

現しなければならないか 

 

 2020 年に開催される東京オリンピック・パラリンピックでは、海外から多数

の観光客が日本を訪れることになる。また、経済波及効果は 19 兆円超、雇用創

出効果は 120 万人規模との試算もある。そのような機会をとらえて、ＩＣＴを

活用して日本をどのようにアピールしていくのか。 

 

 今から 50 年前（1964 年）に開催された東京五輪は、戦後 20 年を迎えようと

する時期に「アジアで初めての五輪を東京で」という高揚感の中で、何もかも

が初めての取組として日本人の記憶に深く刻まれるイベントとなった。 

1964 年の東京五輪と異なるのは、2020 年は、超成熟社会における先進国家と

して迎えるオリンピック・パラリンピックであることである。したがって、海

外からの旅行客を安心して迎え入れることのできる情報通信ネットワークの基

盤の構築が急務であるとともに、オリンピックとパラリンピックの垣根をなく

していくことも重要である。 

 

 新事業の創出に向けた検討において、2020 年は重要なマイルストーンになる

が、そこが最終目標地点になるわけではなく、2020 年を見据えた様々な取組は、

2020 年以降につながるもの、日本がさらなる飛躍を遂げることを念頭に考えて

いくことが必要である。 
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2.3.1. 訪日外国人から期待されていること 

 

ここ何回かのオリンピック・パラリンピックにおけるトレンドをみると、大

会後も継続的に観光客数が押し上げられて増加傾向となることが見込まれる。

2020 年には約 2,000 万人の観光客が日本を訪れるとすると、さらに 2030 年には

約 3,000 万の観光客が日本を訪れるとの試算がある。 

 

平成26年３月に実施したアンケート結果によれば、訪日外国人のニーズにつ

いては、「国際ローミング」と並び「日本で無料Ｗｉ－Ｆｉを利用」との回答

が約半数に上っている。我が国の無料Ｗｉ－Ｆｉ環境は、近年大きく改善され

つつあり、同アンケートの結果でも日本の無料Ｗｉ－Ｆｉについて「満足した」

または「大きな問題はなかった」との回答が併せて約96％となったところだが、

引き続き、地方を含め、訪日外国人の動線を意識した更なる整備促進や利便性

の向上が求められている。 
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2.3.2. ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸにおいて求められるＩＣＴ 

 

 五輪（オリンピック・パラリンピック）は、その時代の最先端のＩＣＴが駆

使されるイベントでもある。過去の実績をみても、例えば、1932 年ロサンゼル

ス大会では、五輪史上初めて国外向けラジオ放送が行われ、1960 年ローマ大会

では、初のテレビ生中継（欧州地域のみ）が実現した。また、1964 年東京大会

では、初の衛星生中継、初のオンラインシステム導入が実施され、競技結果に

集計・配信がスピーディに行われるようになった。 

 

 前回の 2012 年ロンドン大会では、テレビやＷｅｂでＨＤ画質の映像が配信さ

れ、最大 1,000 万人の観客・参加者がネットワーク・Ｗｉ－Ｆｉ機器等利用し、

結果として会場内トラフィックは 2008 年北京大会の７倍にも上るなど、「過去

最大のデジタルオリンピック」と言われた。したがって当局は、スケーラビリ

ティの確保が重要課題とされ、クラウドべースのサーバ／ＩＰ電話システムを

活用するとともに、高密度Ｗｉ－Ｆｉ環境の構築等で対応した。また、大会期

間中、オリンピックの公式ウェブサイトに対して約２億回の悪意のあるアクセ

スが行われる等、多数のサイバー攻撃が発生した。2020 年東京大会においては、

ロンドン大会で直面したこれらの課題がさらにスケールアップして発生するこ

とが予想される。 
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３．ＩＣＴ新事業創出に向けて 
 

２章において、「ＩＣＴは社会・経済にどんな影響を及ぼすか（社会トレンド）」、

「進化を続けるテクノロジーは今後さらにどう変わっていくか（技術トレンド）」

及び「五輪の場でＩＣＴにより何を実現しなければならないか（オリンピック・

パラリンピック）」の３つの背景について述べた。 

 

本章では、これら３つの背景（トレンド）を踏まえた上で、今後期待される

新事業・新サービスとはどのようなものであるか、また、そうした新事業や新

サービスを生み出すために求められる環境や取組とはどのようなものか、官民

の役割やグローバルな視点に留意しつつ整理する。 

 

3.1. 最先端ＩＣＴをどのように活用すれば新事業が創出されるのか 

3.1.1. ＩＣＴ新事業創出の検討背景 

 

２章において、「ＩＣＴは社会・経済にどんな影響を及ぼすか（社会トレンド）」、

「進化を続けるテクノロジーは今後さらにどう変わっていくか（技術トレンド）」

及び「五輪の場でＩＣＴにより何を実現しなければならないか（オリンピック・

パラリンピック）」の３つの背景について述べた。 

 

 こうした背景から浮かび上がってくるのは、まず「課題先進国」としての日

本の姿である。日本では今、超高齢社会を迎えつつあり、地域の活性化がさけ

ばれるとともに、国際競争力の回復・強化、さらにはエネルギー・環境問題が

課題とされている。しかし、これらは日本だけに特有の課題ではなく、いずれ

海外の多くの国々においても深刻化するであろう共通の課題である。これらの

課題に対する解決策を、日本がＩＣＴを活用するにより示していくことができ

れば、国内の課題解決にとどまらず、日本の国際的なプレゼンスを高めること

にもつながる。 

 

 また、既存の技術がさらに磨かれていくことにより、ＩＣＴ利活用の成熟期

の訪れが期待される。日本は、ＩＣＴのインフラ整備では世界最高水準である

ものの、利活用では遅れていると言われてきたが、今後、通信速度、伝送容量

等が大幅に飛躍するとともに、セキュリティ技術が向上し、安心・安全なネッ

トワーク環境を構築することにより、単に「つながる」という局面をはるかに

超えて、現時点では困難なビッグデータ等の利活用が実現可能となり、大きな

可能性をもたらすこととなる。 
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そして、2020 年（東京オリンピック・パラリンピック）という明確なターゲ

ットとなる時期を得たことにより、この時期に向けて、官民さまざまな立場に

おける取組が活性化する。2020 年を一つの目標としつつ、その成果をレガシー

としてさらなる未来へ生かしていくことが可能となっている。 

 

 これらを考え合わせると、2020 年に向けて、ＩＣＴによりどのような新事業・

新サービスが創出されるのかを考えていくことが有益である。 
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3.1.2. 近年のＩＣＴ新事業 

 

 ＩＣＴは、日々めざましい進化を遂げている。数十年前に登場したスーパー

コンピュータと現在のスマートフォンのＣＰＵの処理能力はほぼ同様と言われ

ている。また、世界の携帯電話利用者数は間もなく70億人を超えると見込まれ、

最新のスマートフォンは数年前のデスクトップパソコンと同程度の性能を有し

ているなど、ＩＣＴ機器の性能は正に日進月歩の勢いで向上している。 

 

 こうした技術革新は、新しい事業やサービスを生み出す動力源となっている。

例えば、ワンセグ放送、スマートフォン、Facebook、Twitter、LINE など現在当

たり前に提供されているＩＣＴサービスは、いずれも 10 年前には存在しなかっ

たものである。また、こうしたサービスは必ずしも画期的な新技術に伴って誕

生したわけではなく、優れたアイディアが、既存の技術の高度化や様々な技術

の融合と結びついたことによるものといえる。 
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3.1.3. 新事業検討の方向性 

 

 ＩＣＴによる新事業創出を考えるに当たっては、 

① 「データ」の流通を促進するために必要な環境整備 

② 最先端ＩＣＴの融合により期待される「新技術」 

③ データを安心・安全に利活用するために必要な「ネットワーク・アプリケ

ーション」 

が重要であり、これら（「データ」、「テクノロジー」、「ネットワーク・アプリケ

ーション」）の掛け合いにより、新事業や新サービスの創出が期待される。 
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3.2. 新事業・新サービス創出のために何をすべきか 

3.2.1. 新事業・新サービス創出のための ACTION 

 

「データ」、「テクノロジー」及び「ネットワーク・アプリケーション」の掛

け合いによる新事業・新サービスの創出を推進するため、どのような環境の整

備が必要となるか、また、そのような環境を整えるためにどのような取組が必

要か。このことを考えるに当たっては、現に存在する課題が何かを明らかにす

ることが重要である。 

 

（課題１．アイディアを創発する場がない） 

 個人やベンチャー企業等は、ユニークなアイディアを有していても、それを

世に出す機会に恵まれていないことが考えられる。一方、大企業等においては、

多数の特許等知的財産を有していても、それらを臨機に活用することが困難な

場合がある。多様なステークホルダがアイディアや資源（データや知的財産等）

を出し合い、それらが結ばれ、つながるための「場」が提供されることが必要

である。 

 

（課題２.ユーザも参加可能な開発環境がない） 

個人やベンチャー企業等は、保有するアイディアを具体化・具現化するリソ

ースや環境に恵まれていない現状にある。そのため、ＩＣＴ分野を主たるフィ

ールドとして活躍する個人・企業だけでなく、ユーザをはじめ様々な分野の個

人・企業が参加できるような「テストベッド」を整備・提供することが必要で

ある。 

 

（課題３．予見できない） 

 ビッグデータは大きな可能性を秘めているが、活用効果を見込むことが難し

く、大規模な投資が困難との指摘がある。また、ビッグデータは問題を発見す

るプロセスとしてあるため、ソリューションを予想しづらいとの声もある。そ

のため、いきなり大規模な実証プロジェクトを実施するのではなく、小規模の

社会実装と連動したプロジェクトを推進していくことが求められる。 

 

（課題４．人材がいない） 

 新事業や新サービスの創出を担う人材が不足しているとの指摘がある。ＩＣ

Ｔを利活用して新たなアプリケーション等を開発する人材（プログラム人材、

データサイエンティスト等）を育成・確保することが必要である。そのために

は、高度な教育カリキュラムの導入といった方法だけではなく、例えば、小中
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学生が最先端のＩＣＴ技術に触れる機会を作ってあげることで、高度な処理能

力を持った人材が出てくる可能性が高まる。 

 また、女性をはじめ誰もが時間や場所にとらわれず生き生きと働くことが可

能な環境を整えていくことも重要である。 

 

（課題５．データがない） 

 活用可能なデータの開放を促進すること、及び開放されるデータが二次利用

可能な形式でオープン化されることによりデータの利活用が促進される。 

ビッグデータは、問題を分析・検証するだけではなく、問題を発見するため

にも極めて有効である。そのため、データをオープンにしていく取組を促進し、

オープンにされた膨大なデータが多くの者の目に触れ、そこから誰かが課題や

問題を発見していくというサイクルを拡大していくことが重要である。 

 

 これらの課題（５つの「ない」）を解決するため、求められる取組（ＡＣＴＩ

ＯＮ）として、以下の５つが挙げられる。 

 

＜新事業・新サービスの創出のためのＡＣＴＩＯＮ＞ 

・アイディアを創発する場がない ～ 「「場」の構築」 

・ユーザが参加可能な開発環境がない ～ 「ユーザ参加型テストベッド」 

・予見できない ～ 「トライ＆エラー型実証」 

・人材がいない ～ 「ワークスタイル・人材」 

・データがない ～ 「オープンデータ」 

 

 以下、これら５つのＡＣＴＩＯＮについて述べる。 
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3.2.2. ACTION①～データ利活用マッチング・プラットフォーム

（「場」）の構築 

 

個人やベンチャー企業等は、ユニークなアイディアを有していても、それを

世に出す機会に恵まれていないことが考えられる。一方、大企業等においては、

多数の特許等知的財産を有していても、それらを臨機に活用することが困難な

場合がある。多様なステークホルダがアイディアや資源（データや知的財産等）

を出し合い、それらが結ばれ、つながり、オープンイノベーションを促進する

ための「場」が提供されることが必要である。ここではそのような「場」をマ

ッチング・プラットフォームと呼ぶこととする。 

 

 マッチング・プラットフォームに求められるのは、創造的な人材にとって魅

力的な要素を備えていることである。例えば、カタログ化され利活用可能なデ

ータを備え、それらデータを活用するためのルール（共通ＡＰＩ、二次利用の

在り方等）が整備され、共通の目的意識を持った仲間や顧客との連携を可能と

するオープンな環境であることが必要である。 

 

 こうしたマッチング・プラットフォームが整備されることにより、例えば、

大企業が持つ要素技術を活用してベンチャー企業がアプリケーションを開発す

る、大学と企業との連携が進みマーケット開発と研究開発のタイアップが促進

される、同様のアイディアを有する複数の個人やベンチャー企業が集いさらに

洗練されたサービスを実現する、等の効果がもたらされ、我が国が目指すオー

プンイノベーションの加速に資するものである。 

 

 また、アイディアソン、ハッカソンやコンテスト等の活動と組み合わせるこ

とにより、優れたアイディアや開発されたアプリ等の事業化への流れを作り出

すことができる。その意味では、既存の業界、既存の分野のプレーヤーだけで

なく、様々な業界・ユーザを含め、多様なプレイヤーの参加が新事業・新サー

ビスの創出につながる。その際、コンテスト等を都市部だけではなく、地方も

含めた全国的な取組としていくことが重要である。 
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3.2.3. ACTION②～ユーザ参加型テストベッド 

 

 近年、ＩＣＴ関連ベンチャーは、経済活動の中で一定の地位を占めるまでに

成長している。一方で、個人やベンチャー企業等は、保有するアイディアを具

体化・具現化するリソースや環境に恵まれていないことが考えられる。したが

って、事業創出や技術開発のコストを下げ、多くのトライアルを実現するため

の「テストベッド」を整備・提供することにより、新事業・新サービスの創出

を促進すべきある。 

 

 例えば、最先端のクラウド環境、情報資源、超高速通信網、超高精細映像技

術等を備えた最高の環境が提供されることにより、国内・海外から優れた人材

が自然と集まることとなる。そのような「テストベッド」は、ＩＣＴ分野を主

たるフィールドとして活躍する個人・企業だけでなく、ユーザをはじめ様々な

分野の個人・企業に対してもオープンであることが重要である。 
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3.2.4. ACTION③～トライ＆エラー型実証～レッツ・ビギン 

 

ビッグデータは大きな可能性を秘めているが、活用効果を見込むことが難し

く、大規模な投資が困難との指摘がある。また、ビッグデータは問題を発見す

るプロセスとしてあるため、ソリューションを予想しづらいとの声もある。そ

のため、いきなり大規模な実証プロジェクトを実施するのではなく、社会実装

と連動した小規模のプロジェクトを推進していくことが効果的と考えられる。 

 

 業務ソフトウェアやサーバシステムの導入など従来のＩＣＴは投資の効果が

比較的分かりやすかったが、最近のビッグデータ関連事業はあらかじめ効果を

見込むことが難しい傾向がある。そのため、短期間で効果予測を繰り返すリー

ンススタートアップ・モデルを導入するなど小規模な実証実験から始めて、そ

の成果を踏まえて資源を集中的に投下する案件（プロジェクト）を選択すると

いう進め方が効果的であり、今後とるべき手法である。 
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3.2.5. ACTION④～ワークスタイル・人材～ＩＣＴを使って「育てる」

「やってみさせる」「発見させる」 

 

新事業や新サービスの創出を担う人材が不足しているとの指摘がある。ＩＣ

Ｔを利活用して新たなアプリケーション等を開発する人材（プログラム人材、

データサイエンティスト等）を育成・確保することが必要である。そのために

は、高度な教育カリキュラムの導入といった方法だけではなく、例えば、小中

学生が最先端のＩＣＴ技術に触れる機会を作ること、すなわち、若い頃から最

先端のＩＣＴ技術に慣れ親しむ社会づくりを進めることにより、高度な処理能

力を持った人材の輩出につなげていくことも重要である。 

 

また、女性をはじめ誰もが時間や場所にとらわれず生き生きと働くことが可

能な環境を整えていくことも喫緊の課題である。例えば、ＩＣＴを活用するこ

とにより、バーチャルオフィスや未来型テレワークなど様々なニーズに応えら

れる就業環境を実現していくことが重要である。 
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3.2.6. ACTION⑤～オープンデータ 

 

活用可能なデータの開放を促進すること、及び開放されるデータが二次利用

可能な形式でオープン化されることによりデータの利活用が促進される。 

ビッグデータは、問題を分析・検証するだけではなく、問題を発見するため

にも極めて有効である。そのため、データをオープンにしていく取組を促進し、

オープンにされた膨大なデータが多くの者の目に触れ、そこから誰かが課題や

問題を発見していくというサイクルを定着・拡大させていくことが重要である。 

 

 データがイノベーション創出の中核となっていく中、公共オープンデータの

推進、データプラットフォームの整備、教育・人材育成などオープンデータの

取組をパッケージで推進し、データを活用した新事業・新サービス創出を促進

していかなければならない。そのため、データのオープン化の推進と併行して、

民間におけるデータ利活用に向けた取組を加速するための体制の強化が行われ

ることも必要となる。 
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3.3 新事業創出に向けてどのような PROJECT を推進すべきか 

3.3.1. 2020 年を見据えたＩＣＴ戦略～新事業・新サービスの創出 

 

 これまで述べてきたとおり、新事業・新サービスの創出に向けて、社会情勢

の変化や技術の進化を踏まえつつ、2020 年東京オリンピック・パラリンピック

を見据えたＩＣＴ戦略を進めていくことが重要である。 

 

また、その際、多くの外国人が来訪し、世界中の視線を集めることとなるオ

リンピック・パラリンピックの場を活用して、日本を最先端のＩＣＴ技術やサ

ービスを世界に示すショーケース化していくことが極めて効果的である。その

ためには、前述の５つのＡＣＴＩＯＮと連動させながら、「データ」、「テクノロ

ジー」及び「ネットワーク・アプリケーション」の掛け合いによる新事業・新

サービスの創出のための具体的なＰＲＯＪＥＣＴを推進していく必要がある。 

 

 そのようなＰＲＯＪＥＣＴとして特に重要なものとして、以下の５つが挙げ

られる。 

 

＜新事業・新サービスの創出に向けたＰＲＯＪＥＣＴ＞ 

・コトづくりＰＲＯＪＥＣＴ 

利用者の視点に立って、高い付加価値を創出するＰＲＯＪＥＣＴの実施 

・ナチュラル・ユーザー・インターフェイスＰＲＯＪＥＣＴ 

  ユーザーがストレスを感じない、言語や身体などの「壁」を超えたＩＣＴ

サービスの提供 

・超臨場感映像ＰＲＯＪＥＣＴ 

  超高精細映像（４Ｋ・８Ｋ）やクオリティの高い音響とＩＣＴの連携で生

まれる新たな価値の創成 

・Ｗｉ－ＦｉタウンＰＲＯＪＥＣＴ 

  国民はもちろん、訪日外国人にも快適なＷｉ－Ｆｉ環境を提供 

・オープンデータ・オリンピック・パラリンピックＰＲＯＪＥＣＴ 

オープンデータの推進による“まちづくり”と新事業創出 

 

 2020 年を見据え、かつ、我が国がさらなる飛躍を遂げるためには、これらの

ＰＲＯＪＥＣＴを積極的に推進することが必要である。具体的には、2016 年度

までに実証プロジェクトを実施し、そこで得られた成果について、2018 年を目

途として社会実装を目指すべきである。 
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 これらの推進・実践に当たっては、ＰＲＯＪＥＣＴの実施により得られた成

果（技術、人材、ノウハウ等）を客観的に評価するとともに、2020 年以降、成

果を首都圏のみならず、地方、さらには海外に展開していくことまでを視野に

入れた取組が重要である。 

 

 なお、新事業・新サービスには、その普及を脅かすサイバー攻撃の脅威が伴

うため、あらかじめ情報セキュリティ対策を意識して設計・構築する必要があ

る。 
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3.3.2. PROJECT①～コトづくり PROJECT 
 

 最先端のＩＣＴ技術とデータを利活用することにより、様々な分野、様々な

局面において、サービスの付加価値の向上やビジネスの新しい仕組みの構築に

つながる。 

 

 例えば、センシングにより集積したビッグデータを分析・検証することによ

り、高い生産技術を有する篤農家の知恵を共有・活用するとともに、データ連

携により、生産から流通・消費までの一貫したバリューチェーンを構築するこ

とにより、農業の生産性向上や高付加価値化を可能とする取組が始まっており、

引き続き推進していく必要がある。 

 

 また、近年発展の著しいウェアラブル機器の活用は、製造や保守などの現場

や医療・健康、スポーツなど多彩な分野で進んでいる。また、端末をウェアラ

ブル化する取組が始まっており、あらゆる物品に Internet of Things、Ｍ２Ｍ

の端末としてビッグデータの収集・解析の役割を担わせ、新しい産業や価値を

生み出す取組を展開していくべきである。 

 

 さらに、工場や生産現場におけるＭ２Ｍ、ビッグデータ（製造状況や気象・

天候情報など）や３Ｄプリンタの活用により、生産・流通・消費の全ての過程

における効率化・高度化を推進していくべきである。 

 

 なお、Internet of Things、Ｍ２Ｍは普及・展開が見込まれる一方、その性

質上これまでとは異なる次元のサイバー攻撃の発生も見込まれることから、こ

れらの環境変化に対応した新たな情報セキュリティ対策もあわせて進めていく

べきである。 
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3.3.3.  PROJECT ② ～ ﾅ ﾁ ｭ ﾗ ﾙ ･ ﾕ ｰ ｻ ﾞ ｰ ･ ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾌ ｪ ｲ ｽ

PROJECT 

 

 ユーザーがストレスを感じないサービスの提供を実現するためには、日常的

にユーザーが「壁」と感じるような事象を取り除く、あるいはそれらを乗り越

えるためのツールが必要であり、そのツールとして、我が国の最先端のＩＣＴ

が貢献可能な分野である。 

 

 例えば、多言語翻訳、ネットワークロボット技術等による生活行動支援の充

実や、通貨の壁を取り払うグローバル・マネーチャージングシステムの実現に

より、アクセシビリティの高い社会が実現する。 

 

 また、コミュニケーション技術等の活用を通じて、情報の受発信機能をサポ

ートし、高齢者支援や認知症対策を推進することは、ひとびとの健康啓発や地

域における見守りインフラの整備のために必要である。 

 

 さらに、バーチャルオフィスの試みは、ネットワーク上で企業の諸機能を利

用することで高度なテレワークを可能とするなど、就業スタイルを劇的に変革

し、多様なワークスタイルの実現に大きく貢献するために欠かせない取組であ

る。 
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3.3.4. PROJECT③～超臨場感映像 PROJECT 

 

 高度化された映像は、解像度や色彩・明るさの階調表現の向上による「臨場

感」、大量の情報へのアクセスや情報選択の高速化による「アクセス感」、及び

サービスの双方向化による「参加感」の３つの感性に強く訴える。超高精細映

像技術（４Ｋ・８Ｋ）を活用することにより、「感動」、「安心・安全」、「おもて

なし」などをジャパンブランドとしての顧客価値にしていくことが可能となる。 

 

 超高精細映像が持つ高空間解像度、広色域、高時間解像度は、医療、教育、

防災など様々な領域の課題解決、高度化に貢献する。そのため、例えば、創造

意欲を有するユーザや企業が最高水準の映像・通信環境の中でアイディアを実

験・体感できる環境（いわば「ユーザ参加型８Ｋテストベッド」）を整えること

により、超高精細映像やハイクオリティな音響の活用を行うべきである。 

 

 また、高品質な映像とデータとの組み合わせにより、リアルタイムでの競技

観戦と同時に、当該競技と同期した過去の選手の映像を映し出すなど、多様な

競技観戦（リアル＋バーチャル観戦）といった新サービス創出の取組も重要と

なる。 
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3.3.5. PROJECT④～Wi-Fi タウン PROJECT 

 

2.3.1.でも述べたとおり、訪日外国人から強く期待されていることとして、

無料Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備が挙げられる。訪日外国人に対して先進的なＩＣＴ

利用環境を整備し提供することで、日本の多様な魅力への出会い、日本滞在の

感動体験のサポートにつながる。無料Ｗｉ－Ｆｉ環境の全国的な整備促進と利

用円滑化により、訪日外国人を含め誰にでもやさしいＩＣＴ環境が実現される。 

 

 また、メッシュＷｉ－Ｆｉ環境等を活用した常時モニタリングなどにより、

死角のない見守り、迅速なケア・駆けつけが可能となり、安心・安全サービス

の創出・向上につながる。 
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3.3.6. PROJECT⑤～ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ･ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯ

ｸ PROJECT 

 

オープンデータは、データの利活用による新しいサービスイノベーションを

支える最も重要な環境条件といえる。データが入手しやすければ、データを活

用するトライアルが多数実現する。そして、それらのトライアルの中から一定

確率でイノベーションが創発される。 

 

 公共オープンデータや民間データを検索可能な基盤を整備し、公共交通のリ

アルタイム運行情報、施設情報の提供や災害発生時の情報配信を行うシステム

を構築することにより、平時はもちろん、大きなイベントや災害の発生時にも

対応可能なナビゲーションを実現する必要がある。 

 

 また、交通情報のオープン化をベースとして、配車や車線・信号の管理・制

御によるアクセスコントロールを行うインテリジェンスな交通制御システムを

構築することにより、渋滞・混雑の解消・緩和についても併せて取り組むべき

である。 
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3.4. 新事業創出に向けた PROJECT と ACTION 

 

 3.2.及び 3.3.で述べてきたとおり、新事業・新サービスの創出に向けて、５

つの ACTION を講じるとともに、それらと連動して、５つの PROJECT を推進して

いくことが必要不可欠である。 

 

 2020 年を見据え、社会経済の状況、技術の進展を踏まえつつ、「データ」、「テ

クノロジー」及び「ネットワーク・アプリケーション」の掛け合いによる新事

業・新サービスの創出を促進する。こうした取組の全体像を図示すると以下の

とおりとなる。 
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４．おわりに 
 

 ＩＣＴ新事業創出推進会議では、2013 年 12 月から 2014 年７月までに計 11 回

の会合が開催された。 

 

その間、構成員の皆様からの積極的かつ大胆なご提案をいただきつつも、11

回の会合に加えて、若手ベンチャー経営者の方々からのヒアリング、構成員有

志による「アイディアソン」形式のディスカッション、ＮＨＫ放送技術研究所

のご厚意による８Ｋコンテンツ視聴など、単に平場での議論にとどまらず、で

きるだけリアルな事象に触れながら検討を深めていく取組を試みてきた。 

 

 2020 年まであと６年余りというこの時期において、制約のない議論の中から

生まれてきたアイディアの中には、５～６年程度では実現が難しいと思われる

ものも含まれるが、ＩＣＴの世界の変革・革新が 10 年足らずで社会に劇的な変

化をもたらしうることは、我々にとって既知のことである。勇気を持って進ん

でいくことに価値があり、そのような勇気あるアクションをサポートする環境

を整えていくことが重要である。 

 

 今後、本報告書の内容に基づき、関係府省との連携をこれまで以上に強化し、

新事業・新サービスの創出に向けた５つのＡＣＴＩＯＮ及び５つのＰＲＯＪＥ

ＣＴを精力的に推進していくことが必要である。 

 

以 上  

 


